


























































































































































































者等は、35条の 3の 10第 1項により、これに伴う個別クレジット契約もクー


















































































長崎地判平成元年 3月 29日判時 1326号 142頁 25）がある。ビルの一室で割烹
料理店を開始するため、注文者 A は請負人 B にこの一室の内装工事の請負を
依頼した。A は、信販会社 C との立替払契約によって、請負代金の一部を B
に支払う予定であった。A には信用能力がないとして、C は A との立替払契約
の締結を拒絶した。C は B に「D に立替払契約の申込名義人になってもらえ
ばよい」と示唆した。B は D に名義の使用を依頼した。一度は断ったものの、
最終的に、名義の使用を D は承諾した。D は立替払契約書に署名・捺印をした。
D ではなく A が真の立替払契約の当事者であることを C は知っていた。A が
立替金の支払いの継続を怠った。そこで C が D に立替金の支払いを求めた。









して、東京地判平成 11年 1月 14日金判 1085号 31頁、大阪高判平成 11年 5月 27日金判
1085号 25頁、広島高岡山支判平成 12年 9月 14日金判 1113号 26頁などがある。住宅ロー
ンについては、最判平成7年7月7日金法1436号31頁がある。
25） 評釈には、中山幾次郎「判批」判タ 735号 30頁、近藤光男「判批」ジュリ 1022号 177
頁がある。
⒝　93条但書の類推適用を根拠とした例
















思を認めた。C が立替払契約の申込者であると誤認した D は、B に立替金を




た D に対し C は責任を負うべきである、立替払契約は B・D 間で有効に成立
したものと認められると裁判所は判断した 26）。
東京高判昭和 57年 6月 29日下民集 33巻 5⊖8号 917頁がある。電気器具の販
複数契約における当事者関係
47
26） 他の具体例として、名古屋高判昭和58年11月28日判時 1105号 138頁がある。
売を行っている A は、エアコンの購入者としての名義を使用することを B に
依頼した。B が名義の使用を承諾した。エアコンの代金を支払うため、B を代
行して、信販会社 C との立替払契約の申込書（B＝申込人、D＝連帯保証人）
の作成、B 名義の記名・捺印を A が行った。立替払契約の申込みの意思を C
は B に確認した。B が申込の意思を認めたので、C は A に立替金を支払った。
実際のところ、A は B とエアコンの売買契約を締結していないし、B にエアコ







東京地判昭和 57年 3月 16日判時 1061号 53頁がある 27）。自らがデパート C
に出品した陶芸品が売れたように見せかける目的で、B は A に名義の貸与を
求めた。名義の貸与の承諾をした A は、売買契約の締結の代理権とこれに伴




































29） 例えば、東京簡判平成 15年 5月 14日消費者法ニュース 60号 213頁（退去妨害）、札幌


























からみた運用上の問題点と課題」金法 1644号 27頁⊖29頁、佐久間毅「消費者契約法 5条の
展開」現代消費者法14号55頁⊖56頁。販売会社が「契約の締結の委託を受けた媒介者」に





































































賃貸人 A や賃借人 B が更新拒絶により賃貸借契約を終了した場合、転貸借
契約も終了するのか。
B が更新拒絶によって賃貸借契約を終了した場合、A・B はこれを C に対抗
することができるかが問題となった具体例として、最判平成14年 3月 28日民
集 56巻 3号 662頁がある。A は、B の勧めにより、収益を上げることを目的と
した事業用ビルを建設した。転貸を要件として、A は B に建設されたビルを
一括賃貸した。B は C に転貸し、さらに、A・B の承諾を得て、C は D に再転











B が賃料の支払いを怠ったため、賃貸人 A が賃借人 B との賃貸借契約を解
除した場合、転貸借契約も終了するのか。かりに、終了する場合、いつ終了す
るのか。
この問題を扱った具体例には、最判平成 9年 2月 25日民集 51巻 2号 398頁 37）
がある。昭和 61年 5月分以降、B が A に賃料を支払わなかったので、昭和 62
年 1月 31日、A は B との賃貸借契約を解除した。昭和63年 12月以降、C は B
に転借料を支払っていない。平成2年10月、B は C との転貸借契約を解除した。








〔第 7版〕8頁、塩崎勤「判批」判タ臨増1125号 58頁、関沢正彦「判批」金法1656号 4頁、





一「判批」平成 9年度重判 75頁、加賀山茂「判批」リマ16号 46頁、鎌田薫「判批」民法
判例百選Ⅱ〔第 6版〕126頁、塩崎勤「判批」判タ 978号 78頁、瀧浪武「判批」銀行法務
21第 549号 12頁、田髙寛貴「判批」法教 380号 111頁、千葉恵美子「判批」民法判例百選














賃貸人 A・賃借人 B の契約が合意解除された場合、賃借人 B・転借人 C の
契約はどうなるのか。合意解除の場合、AB の合意が C の権利を消滅させるこ
とが許されるかが問題となる。
まず、AB の合意解除は C に対抗できないとした、最判昭和 37年 2月 1日裁












39） 最判昭和 62年 3月 24日判時 1258号 61頁では、無断転貸にもかかわらず賃貸借の解除
ができない場合に賃貸借の合意解除がなされた。
が A に承継されるので、BC の賃貸借契約が AC の賃貸借契約となる 40）。
次に、賃貸人 A・賃借人 B の合意解除は C に対抗できるとした、最判昭和
38年 4月 12日民集 17巻 3号 460頁がある。賃借した建物で鉄工場を経営して
いた B が、この事業を株式会社 C とし、C の代表取締役となった。C の株の





最後に、最判昭和 31年 4月 5日民集 10巻 4号 330頁 42）がある。B が退去する























A が B に土地を仮装譲渡し、B が C に土地上の建物を賃貸した場合をみる。
AB の土地の仮装譲渡の無効（民法 94条 1項）は、C に対抗することができる
のか。
具体例には、最判昭和 57年 6月 8日判時 1049号 36頁 43）がある。昭和 37年 9
月頃、A らの先代 D は B と土地の売買契約を締結し、所有権移転登記を行った。
土地上に建物を建築した B は C にこの建物を賃貸した。昭和40年、D が死亡
したため、D の地位を承継した A らは B に「DB 間の土地売買は通謀虚偽表
示により無効である」として、建物収去土地明渡等を求める訴えを提起した。
昭和 54年、A らの勝訴が確定したため、A らは C に建物からの退去と土地の
明渡しを請求した。仮装譲渡された土地については法律上の利害関係を有する
ものとは認められないから、C は 94条 2項の第三者には該当せず、A は C に
対抗することができると最高裁は判断した。





43） 評釈には、石田喜久夫「判批」民商 87巻 5号 125頁、鎌田薫「判批」判評 296号 10頁、
鎌田薫「判批」判タ484号 22頁、田尾桃二「判批」金商660号 50頁、副田隆重「判批」名
城法学32巻2号135頁がある。
44） 鎌田・前掲注 43）判評 296号 12頁、鎌田・前掲注 43）判タ 484号 23頁は、C が虚偽表
示の目的である土地について法律上の利害関係を有するかを検討するにとどまるのではな
く、A と C の実質的な利益考慮・価値判断を行なう必要があるとする。
⑵　借地上の建物の仮装譲渡
AがBに土地を賃貸し、BがCに借地上の建物を仮装譲渡した場合をみる。B・
C の建物の仮装譲渡の通謀虚偽表示による無効（民法 94条1項）は、A に対抗
することができるか。




賃貸借契約を解除しうるという特約を A は B との間で結んだ。A に無断で B
が C に建物一棟を譲渡したので、A は B に土地の賃貸借契約の解除、建物収去・
土地明渡を請求した。BC 間の建物の譲渡は仮装譲渡であり無効であるとの B





賃借人 B の債務不履行により、賃貸人 A と B の土地賃貸借契約を、A が法
定解除をした場合、B と建物賃借人 C の建物賃貸借契約は終了するのか。か
りに終了する場合、いつ終了するのか。
具体例には、最判昭和 45年 12月 24日民集 24巻 13号 2271頁がある。A と土
地の賃貸借契約を締結した B は土地上の建物を所有した（昭和 38年8月1日）。
C は B の建物を賃借した（昭和 40年 10月 1日）。B の賃料不払いにより A が
土地賃貸借契約を解除（昭和 41年1月3日）したため、C が A に建物からの退




正二「判解」曹時 16巻 1号 139頁、山下末人「判批」法協 36巻 5号 79頁、川井健「判批」
民商51巻2号82頁がある。
44年4月22日）がなされた。強制執行があるまでCは建物を占有使用していた。
B の C に対する未払賃料債権の転付命令を得た A は C に賃料の支払いを請求
した。この未払賃料債権は土地の賃貸借契約の解除後である昭和 41年 11月 1













土地賃貸人 A と土地賃借人 B の契約が合意により解除された場合、A は建









48） 最判昭和 51年 12月 14日判時 842号 74頁は、A が B の債務不履行を理由に解除する要
件として、A の C へのあらかじめの催告・通知は不要であるとした。学説では、B に代わっ
て債務の履行をする機会を C に与えるため、A は C にあらかじめ催告・通知すべきである
とする見解（甲斐道太郎「判批」判評224号35頁）がある。
⑴　原則
最判昭和 38年 2月 21日民集 17巻 1号 219頁がある。昭和 21年 8月、土地賃
貸人 A から土地を賃借した B は、期間 10年という約定で、土地上の建物を所
有した。昭和 30年 3月、B は建物賃借人 C に建物を賃貸した。昭和 31年 7月
31日限りで土地賃貸借契約を解除すること、A が B の建物を買い受けること
を内容とした AB 間の建物収去土地明渡の調停が成立（昭和 31年 12月）した







A が C に AB の土地賃貸借契約の解除を対抗できない場合、それぞれの契約
はどうなるのか。土地賃貸借契約は、C の賃借権の根拠が失われない限度で、








二「判解」曹時 15巻 4号 93頁、広瀬武文「判批」判評 59号 61頁、星野英一「判批」法協
82巻 1号 143頁、水本浩「判批」民商 19巻 4号 579頁、平井一雄「判批」法学新報 70巻 6
号50頁、広中俊雄「判批」法学 28巻2号120頁、椿寿夫「判批」法時 35巻 7号 84頁がある。
土地の賃貸借契約の合意解除が借地上の建物の抵当権者に対抗できるかという問題もある






地上に建物を建築するため、土地賃貸人 A が B に土地を賃貸した。1 ヵ月の
予告により、必要なときはいつでも、A は B に土地の明渡を請求することが
できるという特約を A は B との間で結んだ。B が土地上の建物を A に無断で
C に賃借した 52）。土地賃貸借契約の合意解除が成立したため、A が C に建物
収去明渡請求をした。最高裁は、A と B の土地賃貸借契約は一時使用のため
に締結されたこと、B の C への建物の賃貸を A が承諾していなかったことな
どにより、A は土地賃貸借契約の合意解除を C に対抗しえるとした 53）。
次に、最判昭和 41年 5月 19日民集 20巻 5号 989頁がある。A から土地を賃
借したBが土地上の建物をCに賃借したが、BがAへの賃料支払いを遅滞した。
昭和 33年 12月、①昭和 38年 12月までに、建物を南側から北側に移築し、南
側の土地を B が A に明渡すこと、②北側の土地は A が B に賃貸し続けること、
③土地の明渡しが完了するまで、南側の土地を A が B に賃借することを内容
とする裁判上の和解が成立した。期限が到来してもBが義務を履行しないので、
A が C に建物収去明渡請求をした 54）。最高裁は、和解において、A は B に北
側の土地を賃貸し続けること、A は B に南側の土地を、期限を昭和38年 12月
16日として、一時的に賃貸することとしたのであり、この事実を C が知って
いるか否かを問わず、A は土地賃貸借契約の合意解約を C に対抗できるとした。
他に、最判昭和 49年 4月 26日民集 28巻 3号 527頁がある。A から土地を賃








静思「判解」曹時 18巻 8号 114頁、篠塚昭次「判批」判評 96号 4頁、金山正信「判批」民
商56巻1号116頁、高橋尚志「判批」法協84巻5号693頁がある。
和30年12月、土地賃貸借契約を AB が合意解除し、B が昭和 35年12月末まで
に建物を収去し土地を明渡す調停が成立した。A が C に土地の明渡しを請求
した。合意解除を A は C に対抗できないと C は主張した。最高裁は、① B は
設立と同時に建物を C に賃貸していたこと、②個人として行ってきた製造・
販売業を会社組織に改めた B は C の設立と同時に C の代表者となり、昭和 32
年 12月 15日に死亡するまで C の無限責任社員であったこと、③設立当時から
C の従業員は 5、6名に過ぎずその経営規模に大きな変化はなかったこと、④
調停時、B が C について言及せず、A が C を知らなかったこと、等を考慮して、




借地権があるためであり、A が更新拒絶により AB の土地賃貸借契約を終了さ
せると、C の借地権が消滅してしまい、BC の契約も終了するという見解があ
る 57）。反対に、B が借地上の建物を賃貸し、C が敷地を占有・使用することを















57） 前掲・最判昭和58年1月20日の判例評釈である、内田勝一「判批」判タ 493号 119頁。
という見解がある 58）。この見解によると、賃借権のない BC 間で建物賃貸借契
約が存続するのは問題であるため、建物買取請求権の行使により、A が B の




















厚「判解」ジュリ 985号 116頁、遠藤浩「判批」法セ 495号 31頁、小野秀誠「判批」不動
産取引判例百選〔第3版〕152頁、潮見佳男「判批」民商 106巻 2号 240頁、潮見佳男「判批」
法教 135号 74頁、高木多喜男「判批」平成 3年度重判 72頁、野口恵三「判批」NBL481号
60頁、半田吉信「判批」判評 395号 35頁、半田吉信「判批」民法判例百選Ⅱ〔第 6版〕
108頁、副田隆重「判批」法セ446号138頁、前田達明「判批」リマ5号 56頁、水野智幸「判
批」平成 3年主判解説 66頁、宮川博史「判批」ジュリ993号 193頁、森田宏樹「判批」法
協109巻8号1390頁、中田邦博「判批」民法判例百選Ⅱ〔第7版〕110頁がある。
結した。台風に伴う大雨により、擁壁に傾斜、亀裂が発生し、土地に一部沈下
と傾斜が発生した。A に擁壁の新規築造や改修補強の申入れをしたが A が何
の措置も採らなかったので、C は建物を取り壊した。瑕疵担保責任の規定に基
づき B との売買契約や A との賃貸借契約を C が解除できるかが問題となった。
最高裁は次のように判断した。賃貸借契約上当然に予定された建物敷地とし
ての性能を土地が有していないため、民法559条、570条により、C は A に敷
地の修補の請求・賃貸借契約の解除ができるとした。建物の敷地の欠陥は売
買契約の目的物である賃借権の欠陥ではないため、民法556条 3項、570条に







































35条の 3の 11第 2項は、特定商品販売等契約に伴う個別クレジット契約を
参加者がクーリング・オフするには、特定連鎖販売個人契約に伴う個別クレジッ
ト契約と特定商品販売等契約に伴う個別クレジット契約を締結した個別クレ














































できる、とした。この判決は、C とは法律上別の人格である B が C の代表取
締役となっていたことを考慮している。
⒝　Ⅴ土地の賃貸借・売買と土地上の建物の賃貸借・売買─3合意解除
前掲・最判昭和 49年 4月 26日民集 28巻 3号 527頁は、土地賃貸人 A と土地
賃借人 B の土地賃貸借契約の合意解除は、原則、土地上の建物の賃借人 C に
対抗できないが、例外的に、① C が設立と同時に建物を B から賃借していた
こと、②設立と同時に C の代表者となった B は、死亡するまで C の無限責任
社員であったこと、③設立当時から C の従業員は5、6名に過ぎなかったこと、
等を考慮して、A は土地賃貸借契約の合意解除を C に対抗できるとした。こ
の判決は、B と C の実質的な一体性を考慮している。
（こばやし・かずこ　筑波大学大学院ビジネス科学研究科企業法学専攻准教授）
複数契約における当事者関係
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